
様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 市政推進室 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都中央区銀座５丁目 15番８号 

株式会社 時事通信社 

名 称 行財政情報サービス「ｉＪＡＭＰ」 

場 所 市政推進室指定場所 

期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

金 額 金額 686,400円 

委 託 の 概 要 国や地方公共団体の行財政に関する情報提供サービス。 

随 意 契 約 の 理 由 

行政向け情報提供サービス「ｉＪＡＭＰ」は、官庁速報をはじめ、国の施策や補助金、自治体

の先進事例や取組状況など、行政に関する最新情報がＬＧ-ＷＡＮ経由で配信され、速報性及

び検索性に優れ、同種、同等のサービスがほかになく、株式会社時事通信社以外には履行でき

ないため。 

  



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 企画財政部企画調整課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都中央区京橋二丁目２番１号 

株式会社 さとふる 

業 務 の 名 称 野田市ふるさと納税業務支援委託（その２） 

委 託 場 所 野田市企画財政部企画調整課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 
寄附金額の 12％ 

受領証明書発行については 130円／通 

委 託 の 概 要 
ふるさと納税ポータルサイト「さとふる」を利用するに当たり、ふるさと納税に係る寄附情報

の管理、記念品の発送及び新規開拓等を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
ふるさと納税ポータルサイト「さとふる」への返礼品掲載や当該ポータルサイトを経由した寄

附者対応等について、閲覧及び編集権限を有する者が内申業者のみであるため。 

 

  



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 総務部総務課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県千葉市美浜区中瀬２丁目６番地１ 

富士フイルムビジネスイノベーションジャパン株式会社 

業 務 の 名 称 電子複写機賃貸借（単価契約） 

委 託 場 所 各所属部署の仕様書に基づく指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 

１階コピー室 0.6円 

２階印刷室 0.6円 ２階印刷室 0.6円 ２階印刷室 6円 ２階課税課 0.75円 

３階コピー室 0.6円 ３階コピー室（カラー）5円 ３階コピー室（モノクロ）2円 

３階議会事務局 0.75円 

４階市政推進室 0.75円 

５階事務室 0.6円 

６階事務室 0.6円 

７階事務室 0.6円 

保健センター0.75円、中央公民館事務室 1.8円、青少年センター1.8円、 

清掃管理課事務室 1.8円、関宿支所事務室 1.8円 

委 託 の 概 要 

電子複写機（白黒１６台、カラー１台）について、令和３年６月３０日まで５年間の長期継続

契約をしており、令和６年３月３１日まで再リース契約をしている機器について、引き続き賃

借するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

現在賃借している電子複写機（白黒１６台、カラー１台）について、令和７年３月３１日まで

問題なく使用できる状態であり、新機器への入替えよりも再リースの方が経費削減を図れる

ため。 

 



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 総務部営繕課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県成田市三里塚光ケ丘１番地１３３１ 

株式会社 ナリコー 

業 務 の 名 称 公共施設の産業廃棄物処理業務（単価契約） 

委 託 場 所 野田市鶴奉７番地の１ 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 70円／kg 

委 託 の 概 要 市の公共施設（96施設）から発生する産業廃棄物（廃プラスチック）の処理を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

市の公共施設から排出される廃プラは単一プラステックではないため、再生原料としての処

理ができないことから焼却処理が必要であり、県内近郊で市の委託する処分量を対応できる

規模を有する唯一の業者であるため。 

  



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 市民生活部国保年金課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県千葉市稲毛区天台 6丁目 4番 3号 

千葉県国民健康保険団体連合会 

業 務 の 名 称 令和 6年度保険者事務電算共同処理規程に基づく処理業務委託（単価契約） 

委 託 場 所 野田市市民生活部国保年金課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 18円／件 

委 託 の 概 要 国民健康保険に係る保険者事務の電子計算機による処理及び諸帳票等の作成を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

内申業者は、保険者の事務の共同処理や診療報酬の審査支払などについて、共同事業として行

うために設立された法人であり、本市の国保事業についても共同事業として内申業者が行う

ため。 

 

  



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 市民生活部市民生活課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
（一社）野田交通安全協会 

千葉県野田市宮崎１４７番地の４ 

業 務 の 名 称 朝の街頭指導業務 

委 託 場 所 朝の街頭指導箇所（３８箇所） 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 9,124,424円 

委 託 の 概 要 
登下校時における児童・生徒の交通事故防止を図るため、通学路の交通危険箇所に交通指導員

を配置し、街頭指導を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
本業務は、（公財）千葉県交通安全協会が行う交通安全講習を受講している者が望ましく、内

申業者に属する者は全て本講習を受講しているため。 

 

 

 



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 
自然経済推進部スポーツ推進

課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
栃木県小山市駅東通り 2-39-11 

潮田建設 株式会社 

業 務 の 名 称 利根川サイクリングロード除草業務委託 

委 託 場 所 利根川水系利根川右岸 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 6年 12月 28日 

契 約 金 額 金額 5,720,000円 

委 託 の 概 要 
野田市がサイクリングロードとして国土交通省より占有許可（利根川右岸）を受けている区間

の除草及び集草処分業務を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

内申業者は、国土交通省が発注した除草業務を受注している。 

堤防の除草は、本来、国土交通省が行うものであるが、サイクリングロードの両側１ｍ幅の除

草については、占用している市が行うものとなっており。堤防全体の除草を行う者でなけれ

ば、施工の区分設定や工程管理が複雑となるため。 

 

  



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 自然経済推進部スポーツ推進課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県野田市中野台 397番地 

戸邊建設株式会社 

業 務 の 名 称 利根運河サイクリングロード除草業務委託 

委 託 場 所 

利根川水系利根運河右岸 

野田市山崎地先（運河橋）から 

野田市瀬戸地先（水堰橋）までの区間 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 6年 12月 28日 

契 約 金 額 金額 1,320,000円 

委 託 の 概 要 
野田市がサイクリングロードとして国土交通省より占用許可を受けている区間についての除

草及び集草処分業務。 

随 意 契 約 の 理 由 

堤防天端両側 1m部分（占用部分）以外については、国土交通省の河川維持工事により除草

を行っているが、野田市の除草範囲が特殊で国土交通省の除草範囲と不可分の関係にあり、国

土交通省の河川維持工事受注業者に委託することが最適であるため。 

 

  



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 環境部清掃計画課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市野田 237番地の 1 

野田関宿トラック事業(協) 

業 務 の 名 称 剪定枝等戸別収集業務委託（単価契約） 

委 託 場 所 野田市内 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 53.00円/kg 

委 託 の 概 要 剪定枝等の戸別収集に関する受付業務及び収集運搬を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
季節による収集量の変動が大きいことから、履行に当たっては、収集車両や作業員の手配につ

いて融通性の高いことが求められ、この要件を満たすのは内申業者のみであるため。 



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 環境部清掃計画課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市西三ケ尾 410番地の 2 

野田市再資源化事業(協) 

業 務 の 名 称 資源回収業務委託 

委 託 場 所 野田市内 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 193,516,170円 

委 託 の 概 要 ステーション方式による集団資源回収の回収業務を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
本業務は、資源回収に関して全市域を網羅する回収体制及び再生ルートを確保していること

が必要であり、これらの条件を備え、履行できるのは内申業者のみであるため。 



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 環境部清掃計画課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市西三ケ尾 410番地の 2 

野田市再資源化事業(協) 

業 務 の 名 称 資源回収集積場運営業務委託 

委 託 場 所 野田市西三ヶ尾 410番地の 2 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 8,448,000円 

委 託 の 概 要 
月曜日から金曜日に市内１箇所（西三ケ尾 410-2）に設置する資源物、小型家電集積場の運営、

管理を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
本業務は、資源回収に関して全市域を網羅する回収体制及び再生ルートを確保していること

が必要であり、これらの条件を備え、履行できるのは内申業者のみであるため。 

 



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 環境部清掃管理課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
茨城県北茨城市関南町神岡下金ケ峯２７０３ 

向洋産業 株式会社 

業 務 の 名 称 焼却残渣処分委託（その１）（単価契約） 

委 託 場 所 野田市環境部清掃管理課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 30,000円／1ｔ当たり（税抜） 

委 託 の 概 要 清掃工場において可燃ごみを焼却した後に発生する焼却残渣を運搬し、処分するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
内申業者は自社の最終処分場を有しており、令和６年度においても搬入について地元自治体

との合意が見込まれており、他に代わる者がいないため。 



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 環境部清掃管理課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 

大平興産 株式会社 

業 務 の 名 称 焼却残渣処分委託（その２）（単価契約） 

委 託 場 所 野田市環境部清掃管理課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 29,500円／1ｔ当たり（税抜） 

委 託 の 概 要 清掃工場において可燃ごみを焼却した後に発生する焼却残渣を運搬し、処分するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
内申業者は自社の最終処分場を有しており、令和６年度においても搬入について地元自治体

との合意が見込まれており、他に代わる者がいないため。 



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 環境部清掃管理課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市船形４２３６番地 

野田市環境保全協同組合 

業 務 の 名 称 し尿収集運搬業務（長期継続契約）（単価契約） 

委 託 場 所 野田市環境部清掃管理課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 11年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 20円／1㎏当たり（税抜） 

委 託 の 概 要 市内から排出されるし尿の収集運搬を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
内申業者は、し尿の収集運搬を行うために設立された組合であり、業務の特殊性から、他に代

わる者がいないため。 

  



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部生活支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉市中央区弁天１丁目１７番１号 こくみん共済 coop千葉推進本部会館２階 

野田パーソナルサポート共同企業体 

業 務 の 名 称 野田市生活困窮者自立支援事業及び被保護者就労準備支援事業業務委託 

委 託 場 所 野田市役所２階 パーソナルサポートセンター 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 51,794,036円 

委 託 の 概 要 
生活困窮者自立支援法に基づく「自立支援事業」、「就労準備支援事業（生保含む）」、「家計改

善支援事業」を連携して実施し、生活困窮者等の自立の促進を図ろうとするもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
本業務は、生活困窮者のほか精神疾患患者等対応困難な相談者との心のつながりを重視する

業務であり、性質上、継続した支援が必要であるため。 

  



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県野田市鶴奉５－１ 野田市総合福祉会館内 

(福)野田市社会福祉協議会 

業 務 の 名 称 関宿福祉センターやすらぎの郷管理業務 

委 託 場 所 関宿福祉センターやすらぎの郷 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 ２７，０１１，９１６円 

委 託 の 概 要 関宿福祉センターにおける会議室等の貸し出し管理、施設清掃及び維持管理を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
千葉県の地域福祉センター設置運営要領において、センターの管理は、センター内に設置した

社会福祉協議会が行うこととされているため。 

 

  



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 健康子ども部児童家庭課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
愛知県名古屋市東区葵 3-15-31 千種ニュータワービル 17階 

株式会社 日本保育サービス 

業 務 の 名 称 二川学童保育所運営業務委託 

委 託 場 所 野田市立二川学童保育所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 21,406,305円 

委 託 の 概 要 
児童福祉法第６条の３第２項の規定に基づき、保護者の労働等により家庭保育が困難な概ね

小学校１年生から４年生までの児童に対し、放課後保育を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
内申業者は、平成 19年度に二川学童保育所受託者選定委員会において選定された者であり、

運営状況に問題がなく、履行体制が十分整い、運営状況にも問題ないため。 

  



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 健康子ども部子ども家庭総合支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県松戸市根木内１４５ 

社会福祉法人 晴香 

業 務 の 名 称 野田市子育て短期支援事業委託業務 

委 託 場 所 野田市子ども家庭総合支援課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 3,862,718円 

委 託 の 概 要 
保護者が疾病その他の理由により、家庭において児童の養育が困難となった場合等に、児童を

一時的に児童養護施設において保護及び養育を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
児童福祉法第６条の３第３項に基づく子育て短期支援事業を実施できる施設は、野田市を含

めた東葛管内各市で内申業者が運営する児童養護施設晴香のみであるため。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 生涯学習部教育総務課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉市中央区新町２４番９号  千葉ウエストビル３ 

立川ハウス工業 株式会社 

業 務 の 名 称 北部小学校第一プレハブ校舎賃貸借業務 

委 託 場 所 野田市谷津２５番地の１ 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 3,696,000円（税込） 

委 託 の 概 要 

北部小学校の第一プレハブ校舎について、平成 21 年 3 月 1 日から令和 2 年 3 月 31 日までを

債務負担行為にて賃貸借契約しており、令和 2から 5年度を再リースしている。 

現在の児童数は 304 名であり、第一プレハブ校舎が引き続き必要なことから、同一物件を賃

借するもの。 

 

随 意 契 約 の 理 由 
北部小学校の現在の児童数は 304名であり、プレハブ校舎が引き続き必要な状況にある。 

現在の賃貸借物件について、令和 7年 3月 31日までは問題なく使用できる状態であるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 生涯学習部教育総務課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉市中央区新町２４番９号  千葉ウエストビル３ 

立川ハウス工業 株式会社 

業 務 の 名 称 北部小学校第二プレハブ校舎賃貸借業務 

委 託 場 所 野田市谷津２５番地の１ 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 3,960,000円（税込） 

委 託 の 概 要 

北部小学校の第二プレハブ校舎について、平成 22 年 3 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日までを

債務負担行為にて賃貸借契約しており、令和 5年度を再リースしている。 

現在の児童数は 304 名であり、第二プレハブ校舎が引き続き必要なことから、同一物件を賃

借するもの。 

 

随 意 契 約 の 理 由 
北部小学校の現在の児童数は 304名であり、プレハブ校舎が引き続き必要な状況にある。 

現在の賃借物件について、令和 7年 3月 31日までは問題なく使用できる状態であるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 生涯学習部教育総務課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県千葉市中央区中央３－８－７ 中央スカイビル２F 

株式会社 オービス 

業 務 の 名 称 北部小学校第三プレハブ校舎賃貸借業務 

委 託 場 所 野田市谷津２５番地の１ 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 2,257,200円（税込） 

委 託 の 概 要 

北部小学校の第三プレハブ校舎について、平成 22 年 3 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日までを

債務負担行為にて賃貸借契約しており、令和 5年度を再リースしている。 

現在の児童数は 304 名であり、第二プレハブ校舎が引き続き必要なことから、同一物件を賃

借するもの。 

 

随 意 契 約 の 理 由 
北部小学校の現在の児童数は 304名であり、プレハブ校舎が引き続き必要な状況にある。 

現在の賃借物件について、令和 7年 3月 31日までは問題なく使用できる状態であるため。 

  



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 生涯学習部教育総務課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都渋谷区神宮前一丁目５番１号 

セコム 株式会社 

業 務 の 名 称 野田市立小中学校及び幼稚園警備業務委託 

委 託 場 所 野田市立小学校２０校、中学校１１校、幼稚園３園 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 4,573,800円（税込） 

委 託 の 概 要 

野田市立小学校 20 校、中学校 11 校、幼稚園 3 園の機械警備等の警備業務について、平成 22

年 3月 1日から令和 5年 3月 31日までを債務負担行為にて契約している。機器について、引

き続き使用可能であることから引き続き契約するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

現在内申業者が設置・管理している警報機器について、令和 7年 3月 31日までは問題なく使

用できる状態であり、新機器への入替えよりも現機器の再リースの方が経費削減を図れるた

め。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 生涯学習部生涯学習課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
都豊島区東池袋 1-44-3 池袋ＩＳＰタマビル 

労働者協同組合 ワーカーズコープ・センター事業団 

業 務 の 名 称 野田市子ども未来教室（小学校３年生）事業業務委託 

委 託 場 所 野田市立中央小学校 他 19校 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 6年 12月 27日 

契 約 金 額 金額 8,807,034円 

委 託 の 概 要 
小学 3 年生を対象に、学校の授業を理解できるよう児童の自主的な学習のサポートを行うも

の。 

随 意 契 約 の 理 由 
内申業者は、事業開始から継続して実施しており、引き続き実施することで今までの児童・生

徒との信頼関係も継続し、安定かつ効果的な事業が行えるため。 

 

  



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 学校教育部学校教育課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都台東区東上野 1-14-4 

株式会社 東洋食品 

業 務 の 名 称 野田市関宿学校給食センター給食調理業務委託 

委 託 場 所 野田市関宿学校給食センター 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 76,991,480円 

委 託 の 概 要 
関宿学校給食センター校（小学校４校、中学校３校、幼稚園２園）の給食調理業務、施設・設

備の清掃及び点検を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

内申業者は、平成 13年度から本業務と併せ、ボイラ運転を含む施設設備管理及び給食運搬業

務を受託し、安定した給食の提供がなされており、学校給食の味・質及び安全性が確保され、

経費削減による給食費値上げ抑制などの市の施策に精通しているため。 

 

  



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 学校教育部学校教育課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市船形 887-3 

株式会社 マルノウチディーエス 

業 務 の 名 称 給食物資運搬業務委託（学校給食センター校） 

委 託 場 所 野田市学校給食センター 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 15,367,000円 

委 託 の 概 要 学校給食センターから小学校４校、中学校２校・幼稚園１園への給食運搬業務を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

専用車両持ち込みによる業務であり、当該車両は引き続き使用できる状態である。 

また、内申業者は配送時間を最短とするためのルート等に精通しており、食の安全が確保でき

るため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 学校教育部学校教育課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市宮崎 210-5 

野田業務サービス 株式会社 

業 務 の 名 称 野田市学校給食配膳業務委託 

委 託 場 所 野田市学校給食センター及び野田市関宿学校給食センター 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 35,481,268円 

委 託 の 概 要 小学校８校、中学校５校、幼稚園２の給食配膳業務を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
内申業者は学校給食の質や安全性の確保を目的とし第三セクターとして市が設立したもので

あり、学校給食・保育所給食の調理業務及び配膳業務は、その趣旨に沿うものであるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 学校教育部学校教育課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市宮崎 210-5 

野田業務サービス 株式会社 

業 務 の 名 称 野田市学校給食調理業務委託 

委 託 場 所 野田市内小学校１２校、中学校６校 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 326,447,819円 

委 託 の 概 要 
単独調理校（小学校１２校、中学校６校）の給食調理業務、施設・設備の清掃及び点検を行う

もの。 

随 意 契 約 の 理 由 
内申業者は学校給食の質や安全性の確保を目的とし第三セクターとして市が設立したもので

あり、学校給食・保育所給食の調理業務及び配膳業務は、その趣旨に沿うものであるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 学校教育部学校教育課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市宮崎 210-5 

野田業務サービス 株式会社 

業 務 の 名 称 野田市学校給食センター給食調理業務委託 

委 託 場 所 野田市学校給食センター 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 102,584,848円 

委 託 の 概 要 
学校給食センター校（小学校４校、中学校２校、幼稚園１園）の給食調理業務、施設・設備の

清掃及び点検を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
内申業者は学校給食の質や安全性の確保を目的とし第三セクターとして市が設立したもので

あり、学校給食・保育所給食の調理業務及び配膳業務は、その趣旨に沿うものであるため。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 学校教育部指導課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県松戸市新松戸２－２０  関ビル３Ｆ 

ＫＥＮ日本語学院 

業 務 の 名 称 令和６年度外国籍児童・生徒、帰国児童・生徒日本語教育事業における日本語の指導業務 

委 託 場 所 野田市内小中学校 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 3,300,000円 

委 託 の 概 要 外国籍児童・生徒、帰国児童・生徒に対し、日本語指導を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

内申業者は、中国をはじめ、5か国に及ぶ日本語指導が必要な児童・生徒のそれぞれの言語に

対応できるスタッフ体制が整っており、市教育委員会が求めるカリキュラムに迅速かつ柔軟

に対応できる唯一の業者であるため。 

 

  



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 市民生活部防災安全課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目３番地 幕張テクノガーデン 

株式会社ウェザーニューズ 

業 務 の 名 称 防災気象情報サービス業務 

委 託 場 所 １箇所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 2,640,000円（税込） 

委 託 の 概 要 

野田市の水防対策業務における迅速且つ的確な体制判断のため、本市を対象とした地域災

害気象特性や過去災害履歴に基づき、災害リスクスケールや意志決定支援情報等の必要な情

報を提供するもの。 

また、水防対策活動に関連する事前・時中・事後の業務について、情報の連携と共有化、デー

タとノウハウの蓄積等、各側面からこれを支援するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

内申業者は、気象業務に関して全国規模で事業を展開し、刻々と変化する気象状況に応じて、

野田市の地域的特性や災害履歴等に基づく情報を専門的な立場から提供している。 

今までの実績等から内申業者は野田市の状況に精通しており、内申業者と契約することによ

り水防及び災害対策業務で必要となる、迅速且つ的確な判断をすることが可能となるため。  

 

  



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 市民生活部防災安全課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都港区赤坂 9-7-2東京ミッドタウン・イースト 10階 

インフォコム株式会社 

業 務 の 名 称 職員参集システム・情報共有システム運用業務 

委 託 場 所 １箇所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 2,970,000円（税込） 

委 託 の 概 要 

震度５弱以上の地震が発生した場合に迅速な復旧対策を行うため、①.職員への安否確認お

よび各対策メンバーの参集指示など緊急連絡、②.指定避難所、福祉避難所の被害状況を把握

するための被害情報収集、③.発生事象を時間軸に記録するためのクロノロジー、④.災害対策

本部での決定事項、マニュアルなど各種情報の掲載、閲覧を行うに適したシステムの提供を行

うもの。 

システムの提供形態は、メンテナンスを重視しシステムに登録する職員データのシステム

間自動連携を前提とし、受注者は当該仕様にあたる機能を満たしているシステムをクラウド

サービスとして提供するものを利用する。 

随 意 契 約 の 理 由 
野田市が災害対応を迅速かつ円滑に実施するために必要不可欠とする、拠点集計機能とク

ロノロジー機能が備わっているシステムを提供する唯一の業者であるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和６年４月１日 

所 属 名 ＰＲ推進室 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市東宝珠花 237-1（いちいのホール５階） 

野田市関宿商工会 

業 務 の 名 称 野田市関根名人記念館管理運営業務委託 

委 託 場 所 野田市関根名人記念館展示室及び対局室 

委 託 期 間 令和 6年 4月１日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 604,000円 

委 託 の 概 要 

平日（火曜、国民の祝日に関する法律に規定する休日、及び 12月 29日から翌年の 1月 3日

までの期間を除く）の午前 9 時から午後５時まで野田市関根名人記念館展示室及び対局室に

おける下記の業務を行うもの。 

①開場、施錠など 

②貸館業務（対局室） 

③施設管理全般 

④緊急対応体制の確立 

随 意 契 約 の 理 由 

関根名人記念館の管理・運営については、記念館と同階のフロアに商工会の事務所があり、

効率的な管理運営体制（１日３時間の委託費）で施設の適正な管理と良好な市民サービスを提

供できるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 自然経済推進部スポーツ推進課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県千葉市中央区新町 1番地 17 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 千葉事業所 

業 務 の 名 称 野田市総合公園水泳場整備に係る民間活力導入可能性調査業務 

委 託 場 所 野田市自然経済推進部スポーツ推進課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 2日 から令和 7年 3月 15日 

契 約 金 額 金額 13,420,000円 

委 託 の 概 要 

 昭和 55年の開場以来、市民が気軽に水に親しむことのできるふれあいの広場として幅広い

年齢層に利用されてきた総合公園水泳場は、老朽化により廃止することとし、今後は、１年を

通して利用できる室内温水プールの整備を検討することで進めていくこととした。 

 この屋内プールの整備を含めた跡地の再整備に係る事業計画の素案や、ＰＦＩ等の民間活

力の導入可能性を検討するにあたり専門事業者による支援業務を委託するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

本業務は、室内温水プールの整備を軸として、ＰＦＩを始めとした官民連携事業として進め

るため、地域の現状や課題を始め、住民や利用者のニーズに沿った施設整備を総合的に推進す

ることを目的とし、当該業務に対する意欲や資質、技術的能力など、総合的に優れた事業者を

選定するため、公募型プロポーザル方式により事業者の選定を行った。 

その結果、令和 5 年 12 月 13 日に開催した「野田市総合公園水泳場整備検討支援業務委託

事業者選定委員会」において、パシフィックコンサルタンツ（株）千葉事務所を契約候補者に

選定したため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 総務部人事課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市船形３１０番地 

社会福祉法人 はーとふる 

業 務 の 名 称 障がい者職場適応援助業務委託 

委 託 場 所 野田市役所 障がい者雇用室 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 12,317,464円（税込） 

委 託 の 概 要 

・雇用障がい者（実習者を含む。以下「障がい者」という）に対しての職務遂行のための指導 

・障がい者雇用室内における業務拡大に向けた職域開発 

・市職員と障がい者間におけるコミュニケーションサポート 

・雇用室内の業務運営と庁内各課との連絡調整 

・障がい者が安定した職業生活をおくるための生活、対人支援 

・家族支援 

・雇用室活動（業務）報告や、各障がい者の勤怠状況報告 

・定期的な市役所担当者とのミーティングへの参加 

・その他、雇用室運営に係る庶務的業務 

随 意 契 約 の 理 由 

社会福祉法人はーとふるは、障がい者の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓

練を提供する就労移行支援事業所を市内で唯一運営している法人であり、安定した職業環境

を維持するため。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 18日 

所 属 名 環境部清掃管理課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
神奈川県横浜市西区みなとみらい四丁目 4番 2号 

三菱重工環境・化学エンジニアリング株式会社 

業 務 の 名 称 清掃工場フィーダー油圧シリンダ緊急点検整備業務委託 

委 託 場 所 野田市清掃工場内指定の場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 19日 から令和 6年 5月 31日 

契 約 金 額 金額 2,750,000円（税込） 

委 託 の 概 要 
清掃工場に設置しているフィーダについてオイル漏れが発生しており、工場の稼働に支障が

あることから早急に点検整備業務を実施しようとするもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

野田市清掃工場は、三菱重工業株式会社の責任施工により建設され、各設備の機械等はメーカ

ー独自の考えに基づき設置されたものであえり、本業務の使用材料についても、焼却炉メーカ

ー製造の特殊部品を用いる必要がある。 

内申業者は、三菱重工業株式会社製の焼却炉のアフターサービス及び運転維持管理業務を専

門に行っているため。 

 

  



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 
生涯学習部生涯学習課 

二川公民館 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県野田市木間ケ瀬 3194番地の 5 

有限会社 オヌマ 代表取締役 小沼 敏幸 

業 務 の 名 称 関宿・二川・木間ケ瀬公民館印刷機賃貸借業務（再リース） 

委 託 場 所 

関宿公民館（野田市関宿台町 2558番地 1） 

二川公民館（野田市桐ケ作 51番地 1） 

木間ケ瀬公民館（野田市木間ケ瀬 2935番地） 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 1日 

契 約 金 額 金額 574,200円（税込） 

委 託 の 概 要 印刷機（各館１台）の賃貸借及び保守管理（単年度再リース契約） 

随 意 契 約 の 理 由 

リース開始年より６年間経過した現在、約１６．６万枚で年間平均約２．７万枚となっている

ところだが、耐久性としては十分耐えうる状態であり、現在の賃借業者よりインクやマスター

等の消耗品や保守には対応できるとの報告があった。 

新規契約の場合と再リースの価格を比較しても、新規機種の借上料及びパフォーマンス料保

守料金の増額が見込まれることに対し、再リースにおいては、新機機種借上げより安価な金額

で借上できるため。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 企画財政部収税課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県千葉市美浜区中瀬 1丁目１０番地２ 

ちばぎんコンピューターサービス 株式会社 

業 務 の 名 称 公金収納サービス（ＯＣＲ処理）委託業務（単価契約） 

委 託 場 所 野田市収税課 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 
金額 月額基本料 50,000円/月  

従量分(特別徴収以外)25円/件、従量分(特別徴収分)30円/件 

委 託 の 概 要 
納税義務者等が窓口納付をした際の納付書について、税目や期別、納付額及び収納印の日付を

読取り、収納データを作成し納品するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

内申業者以外にＯＣＲ処理後を委託した場合、収納データの納品が現状の期間（２週間程度）

より１週間程度余計に時間がかかり、業務に支障があるが、指定金融機関である千葉銀行系列

である内申業者に委託することで、データの納品が現状の期間を維持できるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 企画財政部収税課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

株式会社 ＮＴＴデータ 

業 務 の 名 称 野田市市税等コンビニエスストア等収納代行業務（単価契約） 

委 託 場 所 野田市収税課 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 

金額 基本料金（地方税）10,000円/月、共同利用センター基本料金（地方税）5,000円/月 

   従量料金（地方税）58円/件 

基本料金（料）10,000円/月、共同利用センター基本料金（料）5,000円/月 

   従量料金（料）58円/件 

委 託 の 概 要 
市が発行した納付書を使用して、取扱店及びＬＩＮＥ Ｐａｙ、ＰａｙＰａｙでの収納業務を

行い、収納データを市に伝送し、収納金を払い込むもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
野田市の入札参加資格者名簿にコンビニ収納代行業務で登録している者の中で、利用可能な

コンビニ店舗数等の仕様を満たせる者が内申業者のみであるため。 



 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
坂東市中里 1213番地 

社会福祉法人 法師会 

業 務 の 名 称 野田市中央地域包括支援センター運営業務委託 

委 託 場 所 野田市福祉部高齢者支援課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 25,000,000円（非課税） 

委 託 の 概 要 
介護予防ケアマネジメントや、高齢者や家族における総合的な相談・支援等の業務を一体的に

実施する中核拠点として、地域包括支援センターの設置及び運営を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会において、内申業者が運営する施設

に当該地区の包括支援センターの設置が承認されており、本業務は、地域の相談業務やケアマ

ネジメントなどの業務の性質上、継続した支援が必要であるため。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都大田区蒲田五丁目３７番１号 

ニッセイ情報テクノロジー株式会社 

業 務 の 名 称 介護保険指定機関等管理システム LGWAN-ASPサービス使用契約 

委 託 場 所 野田市福祉部高齢者支援課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 660,000円 

委 託 の 概 要  介護保険指定機関等管理システム LGWAN-ASPサービスの使用 

随 意 契 約 の 理 由 

 当該システムは、介護事業所に介護保険給付費を審査・支払するに当たり、事業所情報を一

括管理しているシステムであり、千葉県国民健康保険連合会及び千葉県が使用し、県内市町村

がシステムに事業所の新規指定、廃止及び変更等を入力する必要があることから、当該システ

ムの所有者であるニッセイ情報テクノロジー株式会社と随意契約したもの。 

 

  



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 土木部管理課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都墨田区押上一丁目１番２号 

東武ビルマネジメント 株式会社 

業 務 の 名 称 駅自由通路清掃業務委託 

委 託 場 所 野田市七光台駅、清水公園駅、愛宕駅、梅郷駅 地先 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 3,125,126円（税込） 

委 託 の 概 要 駅自由通路の清掃を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

3月 6日に再度開札を執行したところ、指名業者 6者中 2者が応札したが、予定価格の制限

の範囲内に達せず、その最低入札額と予定価格との差が 1 割以上であることから、野田市制

限付一般競争入札実施要領第１３条第１項を準用し、見積書を徴する（不落随契に移行する）

ことが適切でないと判断し、不調となった。 

 本案件は業務開始日を 4 月 1 日としており、再度入札を執行した場合、通常必要とする準

備期間が確保できず、競争入札に適さないため、最低入札額を提示した参考見積業者の東武ビ

ルマネジメント（株）と随意契約したもの。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
茨城県つくば市天久保 2丁目 14-2 

株式会社 ＴＨＦ 

業 務 の 名 称 のだまめ学校実施業務及び運営業務委託 

委 託 場 所 野田市福祉部高齢者支援指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 23,753,213円 

委 託 の 概 要 介護予防の普及啓発を行うため、のだまめ学校の運営を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
のだまめ学校について、平成 29年度の開校から、内申業者と協同で検討・実施しており、「介

護予防 10年の計」の 6つの戦略の 1つとして、引き続き継続して実施するため。 

 

  



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部障がい者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
兵庫県神崎郡福崎町大貫５８０ 

社会福祉法人 円融会 

業 務 の 名 称 野田市障がい者基幹相談支援センター業務委託 

委 託 場 所 野田市福祉部障がい者支援課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 23,760,000円 

委 託 の 概 要 
地域生活支援拠点整備事業の相談支援体制の中心となる基幹相談支援センター業務を委託し

ようとするもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

基幹相談支援センターは、内申業者が運営するグループホーム内に設置されており、基幹相談

支援センターの運営に当たっては、障がい者の緊急一時保護等で当該グループホームと機能

を連携する必要があり、運営できる者は内申業者のみであるため。 

 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 総務部情報政策課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 

株式会社ＪＥＣＣ 

業 務 の 名 称 ＬＧＷＡＮ機器等の賃貸借及び保守サービス業務（再リース） 

委 託 場 所 野田市鶴法７番地の１ 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 4,552,844円（税込） 

委 託 の 概 要 
現行の第四次 LGWAN機器等のリースアップに伴い、LGWAN機器等の賃貸借及び保守サービス業

務の再リースを実施するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
次期 LGWAN が稼働するまでの現行機器の継続利用であり、性質や目的が競争入札に適しない

ため。 

 



 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 総務部情報政策課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県千葉市中央区富士見 2-20-1 

株式会社 日立システムズ 

業 務 の 名 称 行政手続オンライン保守サービス業務 

委 託 場 所 野田市鶴奉７番地の１ 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 708,400円（税込） 

委 託 の 概 要 

野田市の業務系及び LGWAN 系を接続する行政手続オンラインネットワークについて構築され

た、接続用ファイアウォールと連携サーバの構成機器及びソフトウェアが安定した状態での

稼動を維持させるため、機器、ソフトウェアの保守及びメンテナンスサービスを実施するも

の。 

随 意 契 約 の 理 由 
契約業者が保守対象のネットワークを構築したことや総合行政情報システムとも密接に関係

するため。 



 

 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 総務部情報政策課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
柏市若柴字入谷津 1番 195 

株式会社ディー・エス・ケイ 

業 務 の 名 称 総合行政システム等管理運用委託 

委 託 場 所 野田市総務部情報政策課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 14,652,000円（税込） 

委 託 の 概 要 
市で活用している総合行政システム（地方税務・国民健康保険・財務会計など）等の管理運用

を委託するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

野田市の多くの業務システムについては、現在内申業者のシステムを活用しているため、シス

テム内容を熟知しており、緊急時での対応やシステム運用などについて、適切な支援が可能で

あるため。 



 

 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 
自然経済推進部みどりと水の

まちづくり課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市木野崎 891-1 

（株）野田自然共生ファーム 代表取締役 今村 繁 

業 務 の 名 称 江川地区自然環境保全管理業務委託 

委 託 場 所 野田市下三ケ尾地先他 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 7,203,130円（税込） 

委 託 の 概 要 

（１）水田環境の保全管理業務  

（２）水辺環境の維持管理業務  

（３）保全樹林地等、里山の維持管理業務  

（４）生きもの調査にかかる業務  

随 意 契 約 の 理 由 

当該業者は、農業の経営、市民農園の運営事業など農業関連の業務を行う目的で設立した

第三セクター方式の農業生産法人であり、貴重な里地・里山環境の保全・再生の取り組みで

ある本事業の実施は、その目的に沿うものであるため。 
 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 
自然経済推進部みどりと水の

まちづくり課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市鶴奉７番地の１ 

みどりのふるさとづくり実行委員会 会長 茂木 康男 

業 務 の 名 称 みどりのふるさとづくり実行委員会 

委 託 場 所 箇所 野田市鶴奉７番地の１ 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 1,259,000円（税込） 

委 託 の 概 要 
都市化により減少した潤いや安らぎなどの恩恵を与える「みどり」の保全・育成・創出に向け、

公共施設等の緑化活動及び啓発普及活動等の緑化推進に係る事業を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

内申業者は営利を目的としない団体であり、長期にわたって本業務を遂行している。 

野田市近隣において、内申業者以外に委託を受けて本業務を遂行できる非営利団体がないこ

とに加え、営利企業等に委託した場合は費用が高額となることが予想されることから、競争入

札に適さないため。 



 

 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 
自然経済推進部 

みどりと水のまちづくり課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
中野台 128番地の 1 

野田猟友会  会長 久住 純一 

業 務 の 名 称 有害鳥獣対策業務(単価契約) 

委 託 場 所 野田市内一円 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から 令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 

金額①特定外来生物等処分   金 3,300円／頭（税込） 

②イノシシ対策業務(巡視) 金 16,000 円／月(1名につき) （税込） 

③イノシシ対策業務(処分)  金 7,500円／日(1名につき) （税込） 

④事務手数料       金 35,000 円／年(年間) （税込） 

委 託 の 概 要 
特定外来生物等処分、イノシシ対策業務(巡視) 及びイノシシ対策業務(処分)、また、そ

れに付随する事務手続を委託するもの。  

随 意 契 約 の 理 由 

本業務は、鳥獣の捕獲及び殺処分等に関する専門的な知識及び技能並びに鳥獣保護管理法

等の法令に基づく資格を要求する内容であることに加え、業務対応の発生頻度が不定期であ

りながら早急な対応を求められることから、性質又は目的が競争入札に適しないため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 
自然経済推進部みどりと水の

まちづくり課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市木野崎 891-1 

（株）野田自然共生ファーム 代表取締役 今村 繁 

業 務 の 名 称 コウノトリ飼育及び飼育施設等管理等業務委託 

委 託 場 所 野田市三ツ堀 369 番地先他  

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 19,744,054円（税込） 

委 託 の 概 要 

（１）コウノトリの飼育管理に係る業務 

（２）コウノトリの飼育施設等の管理に係る業務 

（３）コウノトリ生息環境整備 

随 意 契 約 の 理 由 

市は、飼育施設を建設し、野田市の自然再生のシンボルとして平成 24 年 12 月 4 日よりコ

ウノトリの飼育を開始した。当該業者は、市の第三セクターとして設立し、農業のほか、江川

地区の自然再生に係る環境整備も受託する中で、コウノトリの飼育にあたり 24年度からは飼

育準備業務も受託し、飼育員の養成等を実施するなどコウノトリ飼育の技術を持ち、コウノト

リの飼育における事業の趣旨も十分に理解しているため。 

 

 

 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
坂東市中里 1213番地 

社会福祉法人 法師会 

業 務 の 名 称 野田市中央地域包括支援センター運営業務委託 

委 託 場 所 野田市福祉部高齢者支援課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 25,000,000円（非課税） 

委 託 の 概 要 
介護予防ケアマネジメントや、高齢者や家族における総合的な相談・支援等の業務を一体的に

実施する中核拠点として、地域包括支援センターの設置及び運営を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会において、内申業者が運営する施設

に当該地区の包括支援センターの設置が承認されており、本業務は、地域の相談業務やケアマ

ネジメントなどの業務の性質上、継続した支援が必要であるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
坂東市中里 1213番地 

社会福祉法人 法師会 

業 務 の 名 称 野田市南第１地域包括支援センター運営業務委託 

委 託 場 所 野田市福祉部高齢者支援課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 25,000,000円（非課税） 

委 託 の 概 要 
介護予防ケアマネジメントや、高齢者や家族における総合的な相談・支援等の業務を一体的に

実施する中核拠点として、地域包括支援センターの設置及び運営を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会において、内申業者が運営する施設

に当該地区の包括支援センターの設置が承認されており、本業務は、地域の相談業務やケアマ

ネジメントなどの業務の性質上、継続した支援が必要であるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市鶴奉 280番地 

社会福祉法人 野田みどり会 

業 務 の 名 称 野田市東地域包括支援センター運営業務委託 

委 託 場 所 野田市福祉部高齢者支援課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 20,000,000円（非課税） 

委 託 の 概 要 
介護予防ケアマネジメントや、高齢者や家族における総合的な相談・支援等の業務を一体的に

実施する中核拠点として、地域包括支援センターの設置及び運営を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会において、内申業者が運営する施設

に当該地区の包括支援センターの設置が承認されており、本業務は、地域の相談業務やケアマ

ネジメントなどの業務の性質上、継続した支援が必要であることため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市中里 43番地の 3 

社会福祉法人 志豊会 

業 務 の 名 称 野田市北地域包括支援センター運営業務委託 

委 託 場 所 野田市福祉部高齢者支援課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 25,000,000円（非課税） 

委 託 の 概 要 
介護予防ケアマネジメントや、高齢者や家族における総合的な相談・支援等の業務を一体的に

実施する中核拠点として、地域包括支援センターの設置及び運営を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会において、内申業者が運営する施設

に当該地区の包括支援センターの設置が承認されており、本業務は、地域の相談業務やケアマ

ネジメントなどの業務の性質上、継続した支援が必要であるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市桐ケ作 666番地 

社会福祉法人 佰和会 

業 務 の 名 称 野田市関宿地域包括支援センター運営業務委託 

委 託 場 所 野田市福祉部高齢者支援課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 25,000,000円（非課税） 

委 託 の 概 要 
介護予防ケアマネジメントや、高齢者や家族における総合的な相談・支援等の業務を一体的に

実施する中核拠点として、地域包括支援センターの設置及び運営を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

野田市老人福祉計画及び介護保険事業計画推進等委員会において、内申業者が運営する施設

に当該地区の包括支援センターの設置が承認されており、本業務は、地域の相談業務やケアマ

ネジメントなどの業務の性質上、継続した支援が必要であるため。 

 

 

 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都渋谷区恵比寿４-２０-３ 

株式会社カナミックネットワーク 

業 務 の 名 称 在宅医療・介護連携システム使用契約 

委 託 場 所 野田市福祉部高齢者支援課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日まで 

契 約 金 額 金額 682,000円（税込） 

委 託 の 概 要 

在宅で医療・介護を受けている利用者に対し、関わっている医師、薬剤師、ケアマネジャー、

ヘルパーなどが当該システムを介して各々が所有する本人の情報を登録し、情報を共有する

ためのＩＣＴシステム 

随 意 契 約 の 理 由 

当該システムは令和 2 年度に一般社団法人野田市医師会が導入し、令和 6 年度から市がシス

テムを継続運用するために試行運用を開始しており、業務の性質上、同システムを継続利用す

る必要があるため。 

・令和 2年度～令和 4年度 医師会が県の補助制度（千葉県地域在宅医療体制構築支援事業）

を活用し運用 

・令和 5年度 県の補助事業が終了し、一旦医師会の負担で運用継続 

・令和 6年度 関係機関で協議の結果、市の負担で運用開始 



 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県千葉市花見川区三角町 31-1-2号室 

株式会社 成玉舎 千葉営業所 

業 務 の 名 称 介護用品支給配送業務委託 

委 託 場 所 野田市高齢者支援課指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 13,167,826円 

委 託 の 概 要 
野田市介護用品支給事業実施規則に規定する介護用品（大人用紙おむつ）の支給及び安否確認

業務。 

随 意 契 約 の 理 由 

令和６年２月２９日に開札したところ不調となったが、業務開始日を令和 6年 4月 1日とし

ており、再入札を執行した場合、準備期間が確保できないことから、現在発注している株式

会社成玉舎と随意契約したもの。 



 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市中里１５５４番地１ 

医療法人社団真療会 野田病院 

業 務 の 名 称 シルバーリハビリ体操理学療法士等業務委託 

委 託 場 所 野田市福祉部高齢者支援指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 2,821,500円 

委 託 の 概 要 
シルバーリハビリ体操指導士を養成する講習会の実施及びシルバーリハビリ体操指導士の支

援を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

内申業者は、野田市高齢者筋力向上トレーニング事業の実績が 10年以上あり、市の介護予防

事業に精通し、シルバーリハビリ体操指導士を養成できる専門職を有しており、代わる者がい

ないため。 



 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 
健康子ども部子ども家庭総合

支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市鶴奉５番地の１ 

社会福祉法人 野田市社会福祉協議会 

業 務 の 名 称 野田市育児支援家庭訪問事業訪問員派遣業務 

委 託 場 所 業務に関する指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金 1,456,000円 

委 託 の 概 要 
野田市育児支援家庭訪問事業実施要綱に規定された支援を行う育児支援家庭訪問員の派遣業

務 

随 意 契 約 の 理 由 野田市内で同事業を実施できる施設が社会福祉法人野田市社会福祉協議会のみであるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 企画財政部収税課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県千葉市美浜区中瀬 1丁目１０番地２ 

ちばぎんコンピューターサービス 株式会社 

業 務 の 名 称 野田市市税等の口座振替に関する業務（単価契約） 

委 託 場 所 野田市収税課 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 
金額  月額基本料 33,000円/月 

従量分     6.6円/件 

委 託 の 概 要 
市税等の納付について口座振替による方法で行う場合、指定金融機関及び収納代理金融機関

への口座振替データの送付及び受領を委託するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

本業務については、市と各金融機関との口座振替の授受管理を指定金融機関である千葉銀行

を介して行うものであり、同行の要綱で定める業者以外には実施できない為、競争入札に適さ

ないため。 



 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 企画財政部収税課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県千葉市美浜区中瀬 1丁目１０番地２ 

ちばぎんコンピューターサービス 株式会社 

業 務 の 名 称 野田市市県民税特別徴収の媒体交換に関する業務（単価契約） 

委 託 場 所 野田市収税課 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額  13.2円/件 

委 託 の 概 要 
各銀行で実施している地方税納税サービスを利用している事業所から納入される市県民税特

別徴収分を、データで市に返還させる業務を委託するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
本業務については、市県民税の特別徴収に係る振替データの授受管理を指定金融機関である

千葉銀行を介して行うものであり、同行の要綱で定める業者以外には実施できないため。 



 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 企画財政部収税課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県柏市若柴入谷津 1番 195 

株式会社 ディー・エス・ケイ 

業 務 の 名 称 市県民税特別徴収督促状及び口座振替開始通知書作成業務（単価契約） 

委 託 場 所 野田市収税課 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 
金額  市県民税特別徴収督促状 33,000円/月 

口座振替開始通知書   33,000円/月 

委 託 の 概 要 
市県民税特別徴収（給与特徴）の督促状の作成及び口座振替も申込した方への口座振替開始通

知書の作成業務を委託するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

市県民税特別徴収督促状及び口座振替開始通知書については、いずれも総合行政情報システ

ムを用いてデータを抽出し作成することから、当該システム業者である契約業者以外では業

務を実施できないため。 



 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 生涯学習部 生涯学習課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都豊島区東池袋 1-44-3 池袋ＩＳＰタマビル 

労働者協同組合 ワーカーズコープ・センター事業団 

業 務 の 名 称 野田市子ども未来教室（中学生）事業業務委託 

委 託 場 所 野田市中央公民館 他 11か所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 28日 

契 約 金 額 金額 25,124,137円 

委 託 の 概 要 中学生を対象に、学校の授業を理解できるよう生徒の自主的な学習のサポートを行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
内申業者は、事業開始から継続して実施しており、引き続き実施することで今までの児童・生

徒との信頼関係も継続し、安定かつ効果的な事業が行えるため随意契約したいとするもの。 



 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 都市部都市整備課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都墨田区押上一丁目 1番 2号 

東武ビルマネジメント株式会社 

業 務 の 名 称 野田市駅自由通路管理業務委託 

委 託 場 所 野田市中根新田 88番 2地先 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 3,685,000円 

委 託 の 概 要 野田市駅自由通路の清掃、警備及び設備点検を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

市が管理する自由通路は、構造上、駅舎と一体になっていることから、鉄道会社が駅舎の管理

を委託している内申業者に併せて委託することが効率的であり、内申業者は、鉄道会社からの

指導に精通しており、これまでも安全な管理を行ってきた実績があるため。 



 

 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 健康子ども部保健センター 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県野田市船形３１０番地 

社会福祉法人はーとふる 

業 務 の 名 称 保育所等訪問指導業務 

委 託 場 所 野田市保健センター子どもの発達相談室（野田市鶴奉７番地の４） 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金 2,600円／1時間 

委 託 の 概 要 

（１）保育所等訪問指導員の派遣 

発達課題のある幼児への発達支援の経験が豊富であり、訪問指導の経験を持ち、子どもの発達

相談室職員と保育所等訪問指導を行う。 

（２）業務内容  

・初回訪問時に、子どもの発達相談室の職員と対象クラスの集団場面の観察を行い、施設 

職員から、現況や課題を十分に聞き取りとる。 

  ・初回訪問後に支援方針会議に参加（発達面及び環境のアセスメントを行う。） 

  ・２回目以降の訪問指導で、施設職員に対し助言、指導を継続的に実施する。 

・施設や保護者から面談の希望があった場合には、各施設にて子どもの発達相談室職員と 

保護者と面談を行う。 

・定期的な子どもの発達相談室担当者との訪問指導についての打ち合わせへの参加。 

  ・保育所等訪問指導事業に関する広報活動への協力。 

随 意 契 約 の 理 由 

委託収業者である社会福祉法人はーとふるは、指定管理者として野田市立こだま学園を運営

している法人であり、福祉サービスの保育所等訪問支援を実施している実績があることから、

保育所等訪問指導事業の療育専門職として適切であるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部高齢者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
株式会社 日本ビジネスデータープロセシングセンター 

兵庫県神戸市中央区伊藤町１１９番地 

業 務 の 名 称 野田市介護認定調査業務委託（債務負担行為） 

委 託 場 所 野田市福祉部高齢者支援課指定場所他 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 9年 3月 31日まで 

契 約 金 額 金額（税込） 171,705,270円 

委 託 の 概 要 
介護保険法第２７条第２項及び第３２条第２項に基づく、要介護認定、要支援認定調査を委託

するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

新規申請を含む要介護等認定調査については、介護保険法第 24条の 2において、指定市町村

事務受託法人に委託できることとされている。 

しかし、指定市町村事務受託法人への委託は、限定的であり、県内でも２市しか実績がなく、

令和５年度から当該事業者が近隣市で年間４，０００件を超える件数の業務の受託を開始し

ており、本市での年間３，０００件超の調査件数を履行可能な事業者が内申業者を除き他にい

ないこと、また、現在介護保険法第 24条の 2において千葉県内で指定を受けた業者は４者で

あり、そのうち野田市をサービ提供地域として対応可能な業者が内申業者のみであるため。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 消防本部総務課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県我孫子市本町三丁目４番３３号 

三峰無線株式会社 東関東支店 

業 務 の 名 称 電話交換設備保守監理業務 

委 託 場 所 野田市消防本部、消防署、中央分署、北分署、南分署、関宿分署、関宿北出張所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 1,826,000円（税込） 

委 託 の 概 要 

各施設電話交換設備の保守、年 1回の定期点検及び作業報告 

（電話交換機、多機能電話機、庁内電話配線、一般電話機、DSS ｺﾝｿｰﾙ） 

 

随 意 契 約 の 理 由 

 

機器が通信室に接続されており、通信設備と連動していることから、両方を一括で管理保守で

きる業者でなければなりません。指名業者は、通信室等の無線装置の保守管理業者且つ機器の

設置業者であるため。 

 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 3日 

所 属 名 福祉部人権男女共同参画推進課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
船橋市宮本 7丁目 12番 1号 

特定非営利活動法人 カウンセリング研究会「ワールド」 

業 務 の 名 称 「女性のための相談」業務（単価契約） 

委 託 場 所 野田市役所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 4日から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 17,880円/日（税込） 

委 託 の 概 要 

（１）面接及び電話での相談に応じること。 

（２）相談終了時に、乙は甲の指定した様式による相談記録を作成し、甲に提出するととも

に、相談内容の概要を報告すること。 

（３）その他上記（１）、（２）に付随する業務。 

随 意 契 約 の 理 由 

市民の問題解決の一環として、様々な問題や悩みの相談に応じ、相談者が自らの力で解決

していけるよう、適切な援助をすることを目的とするため。 

 

 

 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 8日 

所 属 名 土木部下水道課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県千葉市中央区富士見１丁目 15番 9号 

株式会社 フソウ 千葉営業所 

業 務 の 名 称 浅間下排水ポンプ場除塵機保守点検業務委託 

委 託 場 所 野田市中野台５８７番地の１ 

委 託 期 間 令和 6年 4月 9日 から令和 6年 5月 15日 

契 約 金 額 金額 2,420,000円 

委 託 の 概 要 
浅間下排水ポンプ場の No.2除塵機の故障の原因調査を現地にて実施し、調査報告書を作成す

るもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

浅間下排水ポンプ場の機械設備の施工業者であり、除塵機全体に対する特別な知識と経験を

必要とする作業となるため、当該業者以外の者が実施した場合は設備の把握に時間がかかり

原因の特定に著しい支障が生じる恐れがあるため。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 18日 

所 属 名 環境部清掃管理課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
神奈川県横浜市西区みなとみらい四丁目 4番 2号 

三菱重工環境・化学エンジニアリング株式会社 

業 務 の 名 称 清掃工場フィーダー油圧シリンダ緊急点検整備業務委託 

委 託 場 所 野田市清掃工場内指定の場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 19日 から令和 6年 5月 31日 

契 約 金 額 金額 2,750,000円（税込） 

委 託 の 概 要 
清掃工場に設置しているフィーダについてオイル漏れが発生しており、工場の稼働に支障が

あることから早急に点検整備業務を実施しようとするもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

野田市清掃工場は、三菱重工業株式会社の責任施工により建設され、各設備の機械等はメーカ

ー独自の考えに基づき設置されたものであり、本業務の使用材料についても、焼却炉メーカー

製造の特殊部品を用いる必要があることから、三菱重工業株式会社製の焼却炉のアフターサ

ービス及び運転維持管理業務を専門に行っている内申業者と随意契約したもの。 

 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 22日 

所 属 名 消防本部警防課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
千葉県柏市十余二 348-201 

南関東日野自動車株式会社 柏支店 

業 務 の 名 称 野田災対 1号車（野田 830さ 1006）エンジンチェックランプ点灯に係る修繕 

委 託 場 所 野田市消防本部消防署 野田市宮崎 126-2 

委 託 期 間 令和 6年 4月 22日から令和 6年 5月 10日 

契 約 金 額 金額 736,967円（税込） 

委 託 の 概 要 

令和 6年 4月 10日（水）水難救助事案出場中に野田災対１号車のエンジンチェックランプ点

灯を確認。エンジンの故障の可能性もあることから、点検及び修繕が必要となったもの。 

 

随 意 契 約 の 理 由 
南関東日野自動車は、これまでの契約実績、当該消防本部が所有する野田災対 1 号車に係る

十分な知識・技術・データを有していることから、迅速な対応ができるため。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 22日 

所 属 名 選挙管理委員会事務局 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
柏市若柴字入谷津１番１９５ 

株式会社 ディー・エス・ケイ 

業 務 の 名 称 選挙システム処理、期日前投票システム及び当日投票システム業務委託 

委 託 場 所 野田市及び野田市選挙管理委員会事務局指定場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 23日から令和 6年 6月 24日まで 

契 約 金 額 金額 9,036,500円（税込） 

委 託 の 概 要 

本業務は、千葉県知事選挙における選挙人名簿作成、入場整理券等の作成及び付随処理、全て

の投票所で当日投票システムを運用するに当たり必要な環境の構築及び設定並びに期日前・

不在者投票用の選挙人名簿抄本等データベースを作成し、セットアップ作業を行うとともに

運用確認の実施を行うもの。 

随 意 契 約 の 理 由 

本業務は、市の総合行政システムにおける住民記録情報から選挙人名簿登載となる選挙人を

抽出し、選挙時の選挙人名簿を作成するとともに、入場整理券等の作成業務、当日投票用選挙

人名簿、期日前投票用選挙人名簿の作成及び機器の運用支援を図るものであり、迅速な対応及

び安定した業務執行ができる業者としては、総合行政情報システムのサービス提供業務契約

を締結している当該業者のみであるため。 

 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 契約日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 自然経済推進部農政課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市木野崎８９１番地の１ 

株式会社 野田自然共生ファーム 

業 務 の 名 称 小船橋水辺公園管理業務委託 

委 託 場 所 野田市小山４３３４番地の４７ 他 野田市木野崎農業構造改善センター 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 1,810,100円（税込） 

委 託 の 概 要 小船橋水辺公園の草刈り、植栽管理、区域内の清掃、トイレの清掃等の管理業務を実施する。 

随 意 契 約 の 理 由 

内申業者は野田市関係施設の管理運営業務の請負（定款第２条６項）を目的とし設立され 

ており、野田市の管理する施設である小船橋水辺公園の管理業務はその目的に沿うものであ

るため。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 契約日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 自然経済推進部農政課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市木野崎８９１番地の１ 

株式会社 野田自然共生ファーム 

業 務 の 名 称 野田市木野崎農業構造改善センター施設管理業務 

委 託 場 所 野田市木野崎８９１番地の１ 野田市木野崎農業構造改善センター 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 金額 2,368,300円（税込） 

委 託 の 概 要 
野田市木野崎農業構造改善センターの清掃、利用調整行に関すること全般を行い、施設管理業

務を実施する。 

随 意 契 約 の 理 由 

内申業者は、野田市の農業に関する業務および野田市関係施設の管理運営業務の請負（定款第

2条）を目的として設立されており、地域の営農指導及び担い手の育成等を目的とした研修等

に利用される木野崎農業構造改善センターの施設管理業務は、その趣旨に沿うものであるた

め。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 消防本部総務課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
三峰無線株式会社 東関東支店 

千葉県我孫子市本町３丁目４番３３号 

業 務 の 名 称 電話交換設備保守管理業務 

委 託 場 所 野田市消防署及び各分署・出張所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 落札額（税込） 1,826,000円  

委 託 の 概 要 
市内消防施設における電話交換機設備の保守管理業務 

消防業務において連絡の途絶は起きてはならないため実施するもの 

随 意 契 約 の 理 由 

機器が通信室に接続されており双方の機器が連動していることから、両方の機器を一括に管

理保守できる業者でなければならない。内申業者は、通信室等の無線装置の保守管理業者かつ

設置業者であるため。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部障がい者支援課 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市柳沢２２１番地 

医療法人社団啓心会岡田病院 理事長 岡田吉郎 

業 務 の 名 称 野田市相談支援事業業務委託 

委 託 場 所 野田市障がい者支援課 委託場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 落札額（税込） 880,000円 

委 託 の 概 要 

地域生活支援拠点の整備に伴って整備する基幹相談支援センターを中心とした相談機能の強

化と質の向上を図るため、相談支援事業所に地域に密着し、常時相談できる場所として相談業

務を委託し、安心して住み慣れた場所で生活を送るための相談支援強化を図るもの。 

随 意 契 約 の 理 由  

地域生活支援事業の必須事業とされている障害者相談支援事業を市内の指定特定相談支援

事業所に委託し、地域の相談支援体制構築を図るもので、市の指定特定相談支援事業所の指定

を受けている事業所のうち、新設事業所や指定管理事業所等を除いた９事業所が適切な相談

支援の実施に必要な実績と人員確保が出来ている事業所であったため。 

【事業所選定基準】 

・市の指定特定相談支援事業所の指定を受けている事業所であること。 

・開設１年未満の新規事業所や野田市指定管理事業所ではないこと。 

・適切な相談支援の実施のための十分な事業実績があること。 

・必要な人員の確保が安定的に出来ていること。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部障がい者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所  
野田市木間ケ瀬３１２１番地 

社会福祉法人いちいの会 理事長 山内幹雄 

業 務 の 名 称 野田市相談支援事業業務委託 

委 託 場 所 野田市障がい者支援課 委託場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日  

契 約 金 額 落札額（税込） 869,000円  

委 託 の 概 要 

地域生活支援拠点の整備に伴って整備する基幹相談支援センターを中心とした相談機能の強

化と質の向上を図るため、相談支援事業所に地域に密着し、常時相談できる場所として相談業

務を委託し、安心して住み慣れた場所で生活を送るための相談支援強化を図るもの。 

意 契 約 の 理 由 

地域生活支援事業の必須事業とされている障害者相談支援事業を市内の指定特定相談支援

事業所に委託し、地域の相談支援体制構築を図るもので、市の指定特定相談支援事業所の指定

を受けている事業所のうち、新設事業所や指定管理事業所等を除いた９事業所が適切な相談

支援の実施に必要な実績と人員確保が出来ている事業所であったため。 

【事業所選定基準】 

・市の指定特定相談支援事業所の指定を受けている事業所であること。 

・開設１年未満の新規事業所や野田市指定管理事業所ではないこと。 

・適切な相談支援の実施のための十分な事業実績があること。 

・必要な人員の確保が安定的に出来ていること。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部障がい者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所  
野田市下三ヶ尾８７５番地の１ 

社会福祉法人野田芽吹会 理事長 木名瀬捷司 

業 務 の 名 称 野田市相談支援事業業務委託 

委 託 場 所 野田市障がい者支援課 委託場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日  

契 約 金 額 落札額（税込） 1,144,000円  

委 託 の 概 要 

地域生活支援拠点の整備に伴って整備する基幹相談支援センターを中心とした相談機能の強

化と質の向上を図るため、相談支援事業所に地域に密着し、常時相談できる場所として相談業

務を委託し、安心して住み慣れた場所で生活を送るための相談支援強化を図るもの。 

随 意 契 約 の 理 由  

地域生活支援事業の必須事業とされている障害者相談支援事業を市内の指定特定相談支援

事業所に委託し、地域の相談支援体制構築を図るもので、市の指定特定相談支援事業所の指定

を受けている事業所のうち、新設事業所や指定管理事業所等を除いた９事業所が適切な相談

支援の実施に必要な実績と人員確保が出来ている事業所であったため。 

【事業所選定基準】 

・市の指定特定相談支援事業所の指定を受けている事業所であること。 

・開設１年未満の新規事業所や野田市指定管理事業所ではないこと。 

・適切な相談支援の実施のための十分な事業実績があること。 

・必要な人員の確保が安定的に出来ていること。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部障がい者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所  
野田市船形３１０番地 

社会福祉法人はーとふる 理事長 小林公平 

業 務 の 名 称 野田市相談支援事業業務委託 

委 託 場 所 野田市障がい者支援課 委託場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日  

契 約 金 額 落札額（税込） 1,012,000円  

委 託 の 概 要 

地域生活支援拠点の整備に伴って整備する基幹相談支援センターを中心とした相談機能の強

化と質の向上を図るため、相談支援事業所に地域に密着し、常時相談できる場所として相談業

務を委託し、安心して住み慣れた場所で生活を送るための相談支援強化を図るもの。 

随 意 契 約 の 理 由  

地域生活支援事業の必須事業とされている障害者相談支援事業を市内の指定特定相談支援

事業所に委託し、地域の相談支援体制構築を図るもので、市の指定特定相談支援事業所の指定

を受けている事業所のうち、新設事業所や指定管理事業所等を除いた９事業所が適切な相談

支援の実施に必要な実績と人員確保が出来ている事業所であったため。 

【事業所選定基準】 

・市の指定特定相談支援事業所の指定を受けている事業所であること。 

・開設１年未満の新規事業所や野田市指定管理事業所ではないこと。 

・適切な相談支援の実施のための十分な事業実績があること。 

・必要な人員の確保が安定的に出来ていること。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部障がい者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所  
野田市宮崎１２３番地１６ 

有限会社ワイオハ 代表取締役 山下勝信 

業 務 の 名 称 野田市相談支援事業業務委託 

委 託 場 所 野田市障がい者支援課 委託場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日  

契 約 金 額 落札額（税込） 1,012,000円  

委 託 の 概 要 

地域生活支援拠点の整備に伴って整備する基幹相談支援センターを中心とした相談機能の強

化と質の向上を図るため、相談支援事業所に地域に密着し、常時相談できる場所として相談業

務を委託し、安心して住み慣れた場所で生活を送るための相談支援強化を図るもの。 

随 意 契 約 の 理 由  

地域生活支援事業の必須事業とされている障害者相談支援事業を市内の指定特定相談支援

事業所に委託し、地域の相談支援体制構築を図るもので、市の指定特定相談支援事業所の指定

を受けている事業所のうち、新設事業所や指定管理事業所等を除いた９事業所が適切な相談

支援の実施に必要な実績と人員確保が出来ている事業所であったため。 

【事業所選定基準】 

・市の指定特定相談支援事業所の指定を受けている事業所であること。 

・開設１年未満の新規事業所や野田市指定管理事業所ではないこと。 

・適切な相談支援の実施のための十分な事業実績があること。 

・必要な人員の確保が安定的に出来ていること。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部障がい者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所  
野田市宮崎５６番地の２山田コーポ１ 

株式会社ラシーク 代表取締役 橋本竜也 

業 務 の 名 称 野田市相談支援事業業務委託 

委 託 場 所 野田市障がい者支援課 委託場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日  

契 約 金 額 落札額（税込） 1,012,000円  

委 託 の 概 要 

地域生活支援拠点の整備に伴って整備する基幹相談支援センターを中心とした相談機能の強

化と質の向上を図るため、相談支援事業所に地域に密着し、常時相談できる場所として相談業

務を委託し、安心して住み慣れた場所で生活を送るための相談支援強化を図るもの。 

随 意 契 約 の 理 由  

地域生活支援事業の必須事業とされている障害者相談支援事業を市内の指定特定相談支援

事業所に委託し、地域の相談支援体制構築を図るもので、市の指定特定相談支援事業所の指定

を受けている事業所のうち、新設事業所や指定管理事業所等を除いた９事業所が適切な相談

支援の実施に必要な実績と人員確保が出来ている事業所であったため。 

【事業所選定基準】 

・市の指定特定相談支援事業所の指定を受けている事業所であること。 

・開設１年未満の新規事業所や野田市指定管理事業所ではないこと。 

・適切な相談支援の実施のための十分な事業実績があること。 

・必要な人員の確保が安定的に出来ていること。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部障がい者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所  
野田市山崎７８９番地の２ハイラークふくだ 

特定非営利活動法人メンタルサポート野田そよかぜ 理事長 小俣文宣 

業 務 の 名 称 野田市相談支援事業業務委託 

委 託 場 所 野田市障がい者支援課 委託場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日  

契 約 金 額 落札額（税込） 1,144,000円  

委 託 の 概 要 

地域生活支援拠点の整備に伴って整備する基幹相談支援センターを中心とした相談機能の強

化と質の向上を図るため、相談支援事業所に地域に密着し、常時相談できる場所として相談業

務を委託し、安心して住み慣れた場所で生活を送るための相談支援強化を図るもの。 

随 意 契 約 の 理 由  

地域生活支援事業の必須事業とされている障害者相談支援事業を市内の指定特定相談支援

事業所に委託し、地域の相談支援体制構築を図るもので、市の指定特定相談支援事業所の指定

を受けている事業所のうち、新設事業所や指定管理事業所等を除いた９事業所が適切な相談

支援の実施に必要な実績と人員確保が出来ている事業所であったため。 

【事業所選定基準】 

・市の指定特定相談支援事業所の指定を受けている事業所であること。 

・開設１年未満の新規事業所や野田市指定管理事業所ではないこと。 

・適切な相談支援の実施のための十分な事業実績があること。 

・必要な人員の確保が安定的に出来ていること。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部障がい者支援課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所  
野田市目吹１４５９番地の１ 

一般社団法人フルール 代表理事 橋本諭 

業 務 の 名 称 野田市相談支援事業業務委託 

委 託 場 所 野田市障がい者支援課 委託場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 落札額（税込） 880,000円  

委 託 の 概 要 

地域生活支援拠点の整備に伴って整備する基幹相談支援センターを中心とした相談機能の強

化と質の向上を図るため、相談支援事業所に地域に密着し、常時相談できる場所として相談業

務を委託し、安心して住み慣れた場所で生活を送るための相談支援強化を図るもの。 

随 意 契 約 の 理 由  

地域生活支援事業の必須事業とされている障害者相談支援事業を市内の指定特定相談支援

事業所に委託し、地域の相談支援体制構築を図るもので、市の指定特定相談支援事業所の指定

を受けている事業所のうち、新設事業所や指定管理事業所等を除いた９事業所が適切な相談

支援の実施に必要な実績と人員確保が出来ている事業所であったため。 

【事業所選定基準】 

・市の指定特定相談支援事業所の指定を受けている事業所であること。 

・開設１年未満の新規事業所や野田市指定管理事業所ではないこと。 

・適切な相談支援の実施のための十分な事業実績があること。 

・必要な人員の確保が安定的に出来ていること。 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 6年 4月 1日 

所 属 名 福祉部障がい者支援課 
 

契 約 業 者 名 ・ 住 所  
野田市鶴奉２７０番地の５ 

社会福祉法人野田みどり会 理事長 遠山康雄 

業 務 の 名 称 野田市相談支援事業業務委託 

委 託 場 所 野田市障がい者支援課 委託場所 

委 託 期 間 令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 落札額（税込） 1,012,000円 

委 託 の 概 要 

地域生活支援拠点の整備に伴って整備する基幹相談支援センターを中心とした相談機能の強

化と質の向上を図るため、相談支援事業所に地域に密着し、常時相談できる場所として相談業

務を委託し、安心して住み慣れた場所で生活を送るための相談支援強化を図るもの。 

随 意 契 約 の 理 由  

地域生活支援事業の必須事業とされている障害者相談支援事業を市内の指定特定相談支援

事業所に委託し、地域の相談支援体制構築を図るもので、市の指定特定相談支援事業所の指定

を受けている事業所のうち、新設事業所や指定管理事業所等を除いた９事業所が適切な相談

支援の実施に必要な実績と人員確保が出来ている事業所であったため。 

【事業所選定基準】 

・市の指定特定相談支援事業所の指定を受けている事業所であること。 

・開設１年未満の新規事業所や野田市指定管理事業所ではないこと。 

・適切な相談支援の実施のための十分な事業実績があること。 

・必要な人員の確保が安定的に出来ていること。 

 


